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外国人介護人材の確保について
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今日のお話
１．なぜ外国人介護人材なのか

２．国の政策の流れ ～在留資格制度の改正～

3．外国人材確保の方法 ～４つの在留資格～

4.  おつたえしたいこと
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① 厚労省での仕事（2001年４月～2019年９月）
※ 厚生労働省１期生

■法改正 年金、雇用、子育て、子ども手当、育休、虐待、再生医療

■政官のつなぎ 秘書官 政策づくりの政治サイドの動きをサポート

■インド×厚労省 医療分野の日印協力、日本の医療機器審査簡素化
技能実習の交渉（インド人看護師を日本の介護に）

■省全体       骨太の方針、財政・社会保障、規制改革、税制、
外国人労働者、地域共生

■医療政策企画官 医師の働き方、医療のかかり方、医療の国際展開、生産性

■採用・働き方   面接官や業務説明会、業務改善、オンライン議員レク
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② 株式会社千正組（2020年1月～）
（1）医療、介護、福祉分野のコンサルティング（企業や団体と協働）

（2）政策提言（国会議員、政府、企業、NPOなど）
※ 内閣府男女共同参画会議第5次基本計画策定専門調査会

安全・安心ワーキング・グループ構成員

（3）霞が関の働き方改革

（4）日本とインドの協力（医療業界のインド進出、技能実習など）

（5）伝える（政策･政治､社会保障､働き方､リーダーシップ､インド）

４



１．なぜ外国人介護人材なのか
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2025年問題への対応？
⇒ YES

2025年を乗り越えたらOK？
⇒ ？？
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2025年問題とは？
○ 団塊の世代が全員75歳以上に
○ 75歳以上になると要介護状態の人が増える

内閣府「男女共同参画白書（平成30年版）」



1,851 1,595 1,407 1,194 

8,638 
7,728 

7,170 
5,978 

(901) (1,632)
(2,180)

(2,239)

2000 2015 2025 2040

高齢者（後期高齢者）の急増

2025年までの社会の変化と2025年以降の社会の変化

【人口構造の変化】

○ 我が国の人口動態を見ると、いわゆる団塊の世代が全員75歳以上となる2025年に向けて高齢者人口
が急速に増加した後、高齢者人口の増加は緩やかになる。一方で、既に減少に転じている生産年齢人
口は、2025年以降さらに減少が加速。

0～14歳

15～64歳

65歳～

（うち75歳～）

（単位：万人）

（出典）総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 平成29年推計」

（実績） （実績） （推計） （推計）
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＋ 8.6%

＋ 6.6%

（＋81.1%）
（＋33.6%）

（＋ 2.7%）

生産年齢人口の急減

9



10

2018 2025 2040

826万人
（12%）

6,665万人

940万人程度
（14~15%程度）

うち
医療･福祉

需要面から推計した医療福祉分野の就業者数の推移

20402040

1,070万人程度
（18~20%程度）

6,082万人

6,490万人
～（※）

5,245万人

6,024万人
～（※）

需要面・供給面を勘案した
「医療・福祉」の就業者数
経済成長と労働参加が
適切に進むケース

6,024万人

974万人
（16%）

・ 改革により生産性が
向上し、
・ 医療・介護需要が
一定程度低下した場合

（参考）

改革後の就業者数

2040年に向けたマンパワーのシミュレーション（平成30年5月21日改定）

963万人

926万人
～

①多様な就労・社会参加
②健康寿命の延伸
⇒男女ともに３年以上延伸し、
75歳以上に

③医療・福祉サービス改革
⇒単位時間当たりのサービス提供を
５％（医師は７％）以上改善

※総就業者数は独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計」（2019年３月）による。
総就業者数のうち、下の数値は経済成長と労働参加が進まないケース、上の数値は進むケースを記載。

※2018年度の医療・福祉の就業者数は推計値である。

（15~16%程度）
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介護業界だけの問題ではない

全国の 8,331 病院の看護管理者を対象として、web アンケート調査を実施した。
1,266 件（15.2%）の有効回答が得られた。

■ 7 割を超える病院で不足感
■ 特に大規模病院・急性期病院で「非常に不足」の割合が高い
■ 確保が困難な理由としては、「給与が低い」、「職業としての魅力が少ない」が
多かった。

※ 病院における看護補助者の確保および活用に関する実態調査：看護管理者調査
研究代表者 坂本 すが（東京医療保健大学医療保健学部・副学長） 2019年の調査

https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/191031/201906001A_upload/201906001A0005.pdf 12

https://mhlw-grants.niph.go.jp/system/files/2019/191031/201906001A_upload/201906001A0005.pdf
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入院患者の高齢化 ⇒ 病院の介護需要（↑）

産労総合研究所
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一人暮らし高齢者増加 ⇒ 病院の介護需要（↑）

内閣府「令和4年版高齢社会白書」



問4.今後、外国人介護職員（病棟補助者、看護補助者）を雇用したいと思いますか。

病院数 割合
今後積極的に
受け入れたい 76 13.2%
受け入れるつもりはない 230 39.9%
わからない 266 46.2%
無回答 4 0.7%

合　計 576 100.0%

病院の外国人介護職員売れ入れの意向

まだ積極的でない病院も多い。

⇒ 2025年問題は？
⇒ その後は？

日本病院会の会員病院調査（2020年） 15



問6.外国人介護職員の受入れに際しての課題
n=655

病院数 割合
日本語のコミュニケーション能力に不安がある 559 85.3%
緊急時の判断や対応に不安がある 437 66.7%
外国人職員への指導により日本人職員の負担が増える 376 57.4%
外国人職員を受け入れるために費用がかかる 211 32.2%
外国人介護職員の募集（採用）方法がわからない 102 15.6%
外国人介護職員の雇用に当たって必要な管理業務がわからない 183 27.9%
どの国の外国人がよいか分からない 142 21.7%
どの在留資格がよいか分からない 145 22.1%
監理団体などの選び方が分からない 141 21.5%
その他 65 9.9%

日本病院会の会員病院調査（2020年）

① 外国人で対応できるのか不安。
② 費用がかかる。
③ やり方が分からない、情報がない。

①

②

③

外国人介護職員受入れの課題（病院の声）
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受入れの経験の有無で大きな違い

厚労省パンフレットより
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利用者・家族の評価（満足65.1％）

厚労省パンフレットより



問5.外国人介護職員（病棟補助者・看護補助者）の受入れに肯定的な理由（複数選択）

病院数 割合
日本人の介護職員が不足している、または不足が見込まれるため 190 29.0%
外国人でも十分に対応ができるため 71 10.8%
人材育成を通じた開発途上地域等への技術移転を図り交流につなげたい 35 5.3%
その他 20 3.1%

日本病院会の調査を見ても・・・。

多くの病院が直面する

うまく活用している病
院もある

日本病院会の会員病院調査（2020年） 19



なぜ今なのか？
■ 必要になったらすぐに雇えるわけではない。
情報収集、ニーズ把握、募集依頼、日本語等育成、訪日と準備期間が必要。

■ 人手不足が深刻化してからでは現場の対応が困難。
現場が疲弊している中で、新たに外国人を雇用して指導するのは困難。

■ 2040年までの息の長い課題
人材不足はどんどん深刻化するので、早めの受入れルート確立が必要

■ 人材は取り合い
他の先進国との取り合い。介護分野以外との取り合い。
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２．国の政策の流れ
～在留資格制度の改正～
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在留資格制度は近年急速に受入れ拡大

1．EPA介護福祉士（2008インドネシア、2009フィリピン、2014ベトナム）
二国間協定により病院・介護施設で就労しながら介護福祉士資格を目指すもの。

2．在留資格「介護」（2017年9月）
就労目的の在留資格のため期限なし。介護福祉士資格が必要。

3．技能実習の職種に「介護」（2017年11月）
技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。3年間（＋2年間）

4．「特定技能（1号）」（2019年4月）
介護など人手不足の業界で相当程度の技能。最長5年。

※留学生（介護福祉士養成校在学中など）は資格外活動で週28時間まで就労可能。
22

基本的考え方
専門的・技術的分野の外国人 ⇒ 積極的に受入れ（在留資格「介護」創設）
それ以外の外国人 ⇒ 制度適正化・共生に配慮しつつ順次拡大



3．外国人材確保の方法
～４つの在留資格～
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在留資格制度
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EPAはこちら

日本語学校
介護福祉士養成校



4つの制度

厚労省パンフレットより
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①技能実習（概要）2017年11月～

厚労省社会・援護局資料より

○入国時N4
２年目N3

○3年（＋2年）

○転職なし

○家族帯同なし

○在宅系は対象外

○夜勤は条件あり
（1人での夜勤不可）
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①技能実習（要件）

厚労省社会・援護局資料より 27



②特定技能（概要）2019年4月～

法務省出入国管理庁資料より

○N４＋日本語介護

○登録支援機関が必
要。

○最長5年

○転職あり

○家族帯同なし

○在宅系は対象外

○夜勤可能

28



②特定技能（仕組み）

法務省出入国管理庁資料より 29
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厚労省社会・援護局資料より
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厚労省社会・援護局資料より
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厚労省社会・援護局資料より



③EPA介護福祉士（仕組み）

厚労省社会・援護局資料より

○介護福祉士候補者
・看護学校等の学歴
・入国時の語学必要
インドネシアN5
フィリピンN5
ベトナムN3

○4年間（1年延長）

○転職なし

○家族帯同可

○訪問系サービスは対象外

○夜勤は６か月後又は 
N２以上の者は可能
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③EPA介護福祉士（受け入れ人数の推移）

厚労省社会・援護局資料より 34



③EPA介護福祉士（国家試験合格率）

35厚労省社会・援護局資料より



④在留資格「介護」（仕組み）2017年9月～

厚労省社会・援護局資料より

○介護福祉士資格
が必要。

○期限なし

○転職あり

○家族帯同可

○訪問系OK

○夜勤OK

36



④在留資格「介護」へのステップアップ

留学 ⇒ 介護福祉士養成校 ⇒ （合格） ⇒

留学 ⇒ 介護福祉士養成校 ⇒（不合格）⇒ 特定技能１号 ⇒

※在学中から週28時間までのアルバイトや実習先として受入れ可能

技能実習 ⇒ 特定技能１号 ⇒
技能実習 ⇒（実習＋試験勉強） ⇒

特定技能１号 ⇒

ＥＰＡ（インドネシア・フィリピン） ⇒
ＥＰＡ（ベトナム） ⇒

介護福祉士
国家試験合格

在留資格「介護」

永続的就労が可能

就労サービス制限なし
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n=79

7/1現在 過去5年間
の累積

EPA 85 163
特定技能1 4 4
技能実習生 148 157
在留資格「介護」 43 47
在留資格「留学」 69 105
※合計人数

会員病院の外国人介護職員受入れ状況

問3（１）在留資格等

日本病院会の会員病院調査（2020年）

38



39厚労省社会・援護局資料より



4．お伝えしたいこと

40



問3（４）給与について

病院数 割合
～10万円 6 7.6%
11万～14万円 14 17.7%
15万～20万円 45 57.0%
21万～ 12 15.2%
無回答 2 2.5%

合　計 79 100.0%

① 外国人≠安い労働力

日本病院会の会員病院調査（2020年）

■ 最低賃金や労働基準法が適用される。
■「日本人が従事する場合に受ける報酬と同等以上の報酬」省令
⇒ 戦力として人材確保を

41



② 病院の皆さんへ
■ 必要になったらすぐに雇えるわけではない。
情報収集、ニーズ把握、募集依頼、日本語等育成、訪日と準備期間が必要。

■ 人手不足が深刻化してからでは現場の対応が困難。
現場が疲弊している中で、新たに外国人を雇用して指導するのは困難。

■ 2040年までの息の長い課題
人材不足はどんどん深刻化するので、早めの受入れルート確立が必要

■ 人材は取り合い
他の先進国との取り合い。介護分野以外との取り合い。

42
⇒ ぜひ、今から情報収集と検討を



③ 全国団体だからできること
1．会員病院の情報収集・検討のサポート
①外国人を活用している病院の事例・ノウハウの把握。
②会員病院への情報提供（HOWを明らかに）

2．ニーズの把握と業界としての各方面との対話
国内の外国人材関係団体・政府機関、相手国の関係機関とのコミュニ

ケーション。受入れ人数が多ければカスタマイズした人材育成も。

3．監理団体等とのネットワーク
介護人材に関する監理団体等の情報収集や対話が可能。

4．現場ニーズを踏まえた適時適切な政策提言
制度面での働きかけが必要な時も、個々の病院では対応が難しい。
適切なタイミングで会員病院のニーズに合った提案が可能。

43



ご清聴ありがとうございました。
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